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市税
50億2,677万円（21.5％）

（63.8％）

自
主
財
源依

存
財
源

（36.2％）233億6,778万円
（100％）

繰越金
14億6,522万円（6.3％）

繰入金
9億5,821万円（4.1％）

使用料手数料
1億9,972万円（0.9％）

諸収入
4億3,607万円（1.9％）

その他
3億5,720万円（1.5％）

その他
12億340万円（5.0％）

地方交付税
80億3,440万円（34.4％）

国庫支出金
24億9,299万円

（10.7％）

市債
19億6,013万円
（8.4％）

県支出金
12億3,367万円（5.3％）

平成２９年度一般会計・特別会計及び企業会計の決算が、市
議会９月定例会で認定されました。市民の皆さんに納めてい
ただいた税金や国・県からの補助金などがどのように使われ
たのかをお知らせします。

平成２９年度は、歳入については、固定資産税が新築家屋分
で増額となり、法人市民税についても景気の回復などから増
額となるなど、市税が前年度より増額となりました。一方
で、普通交付税については、合併算定替特例措置の縮減等に
より減額となる厳しい財政状況ではありましたが、国県補助
金及び市債等の活用により所要の財源を確保しました。

歳出については、地域の特性を生かした地域づくりを推進
するための地域創生まちづくり事業や地域創生基金の創設、
移住・定住促進として、子育て世帯等の住宅取得奨励金、結
婚祝い金の贈呈、同窓会支援事業、地域活性化のため地域お
こし協力隊の活用、友好都市との交流事業、高齢者の運転に
よる交通事故の抑制を図るための高齢者運転免許証自主返納
支援事業のほか、２０２０年オリンピック・パラリンピック東京
大会開催でのパラオ共和国選手団事前キャンプの基本合意書
締結と、同国からの研修生の受け入れ、子育て支援を目的と
した民間保育所施設整備に対する補助、乳児育児用品の購入

に対する助成、婚活イベントの開催などの結婚応援事業、特
定不妊治療費の一部助成、地域医療確保のため常陸大宮済生
会病院に対する運営費等の補助を実施しました。

さらに、拡大するイノシシによる農作物の被害を防止する
ため有害鳥獣捕獲事業、新たに創業する方への支援助成、城
里町との連携による御前山・那珂川観光強化事業のほか、常
陸大宮駅周辺整備事業、宇留野圷橋及び辰ノ口橋の耐震補強
工事を実施しました。

このほか、災害に備えた防災ガイドブック及び広域避難計
画避難経路図の全戸配布、防災行政無線デジタル化、児童の
安全確保を目的として小学校への防犯カメラ設置、第二中学
校屋内運動場改築工事、市の歴史・文化などを調査研究する
市史編さん事業、学校給食センター整備にあたっての予定地
内地形測量など多岐にわたる事業を実施しました。

一般会計の歳入決算額は２３３億６，７７８万円、歳出決算額は
２２１億８，２４１万円で、歳入歳出差引残額は１１億８，５３７万円とな
りますが、翌年度に繰り越した事業に充てる財源として
６，５２５万円を差し引いた実質収支額は１１億２，０１２万円となりま
す。

差引（Ａ－Ｂ）歳出（Ｂ）歳入（Ａ）会計名
３億７４５万円５５億７１１万円５８億１，４５６万円事 業 勘 定国民健康保険 １，１５９万円１億７，０５９万円１億８，２１８万円診療施設勘定
５，６８４万円８億１０６万円８億５，７９０万円公 共 下 水 道 事 業
７，５５９万円９９５万円８，５５４万円公 営 墓 地
３，４２８万円５億２，９９７万円５億６，４２５万円農 業 集 落 排 水 事 業

１億５，７４３万円４９億５，３６４万円５１億１，１０７万円介 護 保 険
３１万円７０７万円７３８万円宅 地 造 成 事 業

１１８万円４，７８１万円４，８９９万円戸 別 浄 化 槽 整 備 事 業
３５７万円６，５３０万円６，８８７万円温 泉 事 業
１１６万円４億８，７３１万円４億８，８４７万円後 期 高 齢 者 医 療
７６万円７万円８３万円那 珂 地 方 公 平 委 員 会

１億３，８４８万円１２億８，５４０万円１４億２，３８８万円収 益 的 収 支上 水 道 事 業 ▲３億４，６９９万円６億９，２５５万円３億４，５５６万円資 本 的 収 支
４億４，１６５万円１４５億５，７８３万円１４９億９，９４８万円合 計

※上水道事業会計の資本的収支の差引▲３億４，６９９万円（不足額）は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額、過年度分損益勘定留
保資金で補填しました。

平成29年度特別会計・公営企業会計決算額

８．６％２０億２，３３１万円市 民 税
１１．１％２５億９，３１５万円固定資産税
０．６％１億３，８９６万円軽自動車税
１．１％２億５，０８４万円た ば こ 税
０．１％２，０５１万円入 湯 税

平成29年度 決算報告平成29年度 決算報告
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221億8,241万円
（100％）

民生費
64億9,703万円
（29.3％）

公債費
26億3,510万円
（11.9％）

公債費
26億3,510万円
（11.9％）

総務費
32億6,231万円
（14.7％）

総務費
32億6,231万円
（14.7％）

教育費
24億5,890万円
（11.1％）

教育費
24億5,890万円
（11.1％）

土木費
16億4,474万円
（7.4％）

土木費
16億4,474万円
（7.4％）

商工費
4億1,554万円

（1.9％）

諸支出金ほか
10億9,641万円

（4.9％）

農林水産業費
11億3,501万円

（5.1％）

衛生費
18億492万円
（8.1％）

衛生費
18億492万円
（8.1％）

消防費
12億3,245万円（5.6％）
消防費
12億3,245万円（5.6％）

≪諸支出金ほか≫
基金積立、議会等に係る費用
◆財政調整基金積立
◆都市施設等整備事業基金積立
◆市債管理基金積立など

≪商工費≫
商工振興に係る費用
◆商工会助成事業
◆企業誘致推進事業
◆観光振興対策事業
◆観光施設管理事業など

≪農林水産業費≫
農道・林道整備や農林水産業振興
等に係る費用
◆土地改良事業等による農道・排
水路整備

◆林道整備事業
◆農業委員会費
◆農業振興対策事業
◆有害鳥獣捕獲事業
◆木造住宅建設助成事業など

≪消防費≫
消防団運営、消防施設等の整備に
係る経費
◆消防水利（防火水槽・消火栓）
整備事業

◆消防機械器具置場整備事業
◆消防ポンプ自動車購入事業
◆防災行政無線デジタル化整備事
業

◆災害対策事業など

≪土木費≫
道路・橋梁整備、公営住宅管理等
に係る費用
◆市道・橋梁整備事業
◆公営住宅、公園等管理事業など

≪民生費≫
障害者・高齢者福祉、保育所費等
に係る費用
◆障害者自立支援事業
◆保育所費、延長保育実施助成
◆老人医療給付事業
◆児童手当
◆生活保護事業
◆医療福祉費
◆児童扶養手当
◆防犯対策事業など

≪総務費≫
全般的な管理、徴税、地域振興等
に係る費用
◆市内循環バス運行事業、予約制
乗合タクシー運営事業

◆区運営費
◆定住促進事業
◆徴税対策費、選挙費
◆財産管理費、支所管理費
◆情報系システム管理費
◆地域創生基金積立など

≪教育費≫
小・中学校・幼稚園管理費、生涯
学習・スポーツ振興等に係る費用
◆小中学校校舎等の環境整備、備
品の充実

◆小中学校通学対策事業
◆第二中学校整備事業
◆小学校英語指導員、中学校英語
指導助手配置事業

◆中学生海外研修事業
◆青少年育成事業、文化センター・
図書情報館、公民館、歴史民俗
資料館管理運営費

◆文化財保護費、市史編さん事業
◆スポーツ教室開催事業
◆体育施設管理費
◆学校給食センター運営費など

≪衛生費≫
保健衛生、広域聖苑管理運営、ごみ収
集等に係る費用
◆健康診査、各種予防接種事業
◆常陸大宮済生会病院運営安定化支援
◆広域聖苑管理運営費
◆大宮地方環境整備組合負担金
◆ごみ収集委託など

≪公債費≫
過去の借入金の返済等に係る費用
◆元金償還
◆利子償還

現在高区分
６４億４，６６５万円合 併 特 例 事 業 債

一
般
会
計

３１億９，３５４万円過 疎 対 策 事 業 債
１０６億６，３５４万円臨 時 財 政 対 策 債
５０億７，０３４万円そ の 他

２５３億７，４０７万円一 般 会 計 計 Ａ

５４億２，９７５万円※Ａから地方交付税算入
分を除いた市債残高

１億７１万円国 保 診 療 施 設 勘 定

特
別
会
計
・
企
業
会
計

３１億９，０３８万円公 共 下 水 道 事 業
２億２，６１５万円公 営 墓 地
２９億７，１７０万円農 業 集 落 排 水 事 業

２６１万円宅 地 造 成 事 業
１億２，２６０万円戸 別 浄 化 槽 整 備 事 業
２億７，２２０万円温 泉 事 業
３７億４，５３５万円上 水 道 事 業

１０６億３，１７０万円特 別 会 計 等 計 Ｂ

６７億４４７万円※Ｂから地方交付税算入
分を除いた市債残高

３６０億５７７万円合計（Ａ＋Ｂ）

１２１億３，４２２万円※合計（Ａ＋Ｂ）から地方交付
税算入分を除いた市債残高

※印の区分は、市債のうち合併特例事業債や過疎対策事業債な
ど、毎年度の元利償還額の一部を地方交付税で補填される市債
があり、それらの市債の残高から補填される金額を除いて実際
に市が負担する見込み額です。

平成29年度末市債の現在高

１世帯当たり１人当たり区分
２８４，８３５円１１７，８９７円市 税 負 担 額

１，２５６，９３６円５２０，２６２円歳 出 額
※上記の金額は、平成３０年３月３１日現在の住民基本台帳人口と世帯数
（４２，６３７人，１７，６４８世帯）を用いて算出しています。

市民の皆さんの市税負担額と市の歳出額

■問い合わせ■ 財政課 財政グループ 緯52‐1111（内線376）

１世帯当たり１人当たり区分
６３万円２６万１千円積 立 基 金基

金 ７万円２万９千円定 額 運 用 基 金
７０万円２９万円合 計

１４３万８千円
（３０万８千円）

５９万５千円
（１２万７千円）一 般 会 計

市
債

６０万２千円
（３８万円）

２４万９千円
（１５万７千円）特別会計＋企業会計

２０４万円
（６８万８千円）

８４万４千円
（２８万４千円）合 計

※上記の金額は、平成３０年３月３１日現在の住民基本台帳人口と世帯数
（４２，６３７人、１７，６４８世帯）を用いて算出しています。
また、市債の「１人当たり」及び「１世帯当たり」の（ ）書きの
金額は、地方交付税で補填される金額を除いた額になります。

市民１人当たり・1世帯当たりの基金及び市債の現在高
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財政用語が難しかったり、金額の桁数が大き過ぎて実感がわかないと言われることが多いので、市の
財政状況を身近に感じていただけるように、一般会計の決算規模を５０００分の１に縮小して『ひたまるさ
んちの家計簿』に例えて表現してみました。

市の財政と家庭の家計簿では仕組みが違い、完全な置換えが難しいところが多々あることをご了承く
ださい。

収 入

比較増減H２８家計の収入H２９家計の収入歳入区分（目的別）収入費目

１万円１１８万円１１９万円
市税・分担金及び負担
金・使用料及び手数料
など

給料

▲１４万円２７３万円２５９万円地方交付税・各種交付
金・国県補助金など実家からの援助

１万円１万円２万円財産収入など不動産収入

▲５万円４４万円３９万円市債銀行などからの借入金

▲５万円２４万円１９万円繰入金貯金の取崩し

▲８万円３７万円２９万円繰越金前年度からの繰越金

▲３０万円４９７万円４６７万円１年間の収入合計

支 出

比較増減H２８家計の支出H２９家計の支出歳出区分（性質別）支出費目

－７５万円７５万円人件費食費

▲２万円６８万円６６万円物件費電気・水道代などの日
常生活費

－７３万円７３万円扶助費医療費・介護費用など

１万円５２万円５３万円公債費ローンの返済

－３万円３万円維持補修費家・車の修理代など

▲２万円４５万円４３万円補助費等区会費・お祝金など

▲８万円５９万円５１万円繰出金子どもへの仕送り

▲１８万円６４万円４６万円投資的経費（普通建設
事業費・災害復旧費）

家の増改築・車の購入
代など

－１万円１万円投資及び出資金・貸付
金など友人への融資

５万円２８万円３３万円積立金貯金

▲２４万円４６８万円４４４万円１年間の支出合計

▲６万円２９万円２３万円次年度への繰越金（収入－支出）

ひたまるさんちの
家計簿
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「地方公共団体の財政の健全化に関する法律（財政健全化法）」に基づき、平成２９年度の健全化判断比率・資金
不足比率を公表します。

財政健全化法は、地方公共団体の財政の健全性に関する指標の公表制度を設け、その比率に応じて財政の早期
健全化及び財政の再生、公営企業の経営の健全化を図るための必要な対策を実施することにより、地方公共団体
の財政破綻を未然に防ぐことを目的としています。

早期健全化基準を超えた場合は財政健全化計画を、資金不足比率が経営健全化基準以上になった場合は経営健
全化計画を定めることになります。

平成２９年度決算に基づき算定された常陸大宮市の健全化判断比率及び資金不足比率は、以下のとおりすべての
指標において基準値を下回り健全性を維持しました。

常陸大宮市の健全化判断比率・資金不足比率常陸大宮市の健全化判断比率・資金不足比率常陸大宮市の健全化判断比率・資金不足比率
平成29年度

汚 甥遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠健全化判断比率

備考財政再生
基 準

早期健全化
基 準

健 全 化
判断比率指標名

普通会計※２の赤字を標準財政規模※３と比較した
ものです。２０．００％１２．８７％－※１実 質 赤 字 比 率

市の全ての会計の赤字や黒字を合算し、標準財政
規模と比較したものです。３０．００％１７．８７％－連結実質赤字比率

特別会計や一部事務組合等も含めた市の実質的な
公債費を、標準財政規模と比較した３か年の平均
値です。

３５．０％２５．０％７．５％実質公債費比率

市の借金のほか関係法人等まで含めて市が将来支
払わなければならない債務を、標準財政規模と比
較したものです。

３５０．０％１５．１％将 来 負 担 比 率

※１ 赤字がないため、実質赤字比率と連結実質赤字比率は「－」と表示しています。
※２ 一般会計と公営墓地、温泉事業、那珂地方公平委員会の３つの特別会計を合わせたものです。
※３ 地方公共団体が標準的に収入されると見込まれる市税などの一般財源の規模を示すものです。

備考経営健全化基準資金不足比率会計名

資金不足比率は、公営企業会
計ごとの資金不足を、公営企
業の事業規模である料金収入
の規模と比較した比率です。

２０．０％

－上 水 道 事 業 会 計

－公共下水道事業特別会計

－農業集落排水事業特別会計

－戸別浄化槽整備事業特別会計

－宅 地 造 成 事 業 特 別 会 計

資金不足額がないため、資金不足比率は「－」と表示しています。

汚 甥遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠遠資金不足比率


